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目的 

離婚経験者の生活水準の男女間の格差と 

その要因を定量的にあきらかにする  
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(参考) 女性の年齢別配偶関係 

 
2015年国勢調査< https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003410382>  
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知りたいこと 

 
離婚後：男結婚中離婚後：女

所得
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NFRJ でわかること 

 
離婚後：男結婚中離婚後：女

所得
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離婚後の男女格差を生む経路 

 

 結婚・出産・育児によるキャリア中断 

 離婚時に母が子を引き取ることが多い 

性別

学校教育

親権

分業

再婚

生活水準

結婚 離婚

離婚後の生活結婚中の生活結婚前の生活

結婚制度 

の不備 
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NFRJ98 から NFRJ08 では、 

4 要因すべて効果あり。 

NFRJ18 では? (おなじ方法で結果を比較) 

 

 

  



 

8 

等価所得 

Equivalent income  

世帯年間収入

√同居人数

 

 

※ 通常は可処分所得と世帯人数であるが……  
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等価所得の男女差 

(万円) 

 
※ 対数の平均値の指数。以下同様。  
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婚姻履歴 

1. 初婚継続  

2. 死別 有配偶 (少ないので以下では省略)  

3. 死別 無配偶 

4. 離別 有配偶  

5. 離別 無配偶  

6. 未婚 
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NFRJ18 の結果 

(万円) 
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性別格差 (女／男): NFRJ98-NFRJ18 
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 離別無配偶で女性が 25–40%低い  

 未婚や初婚継続では差はほとんどない  

 

 NFRJ08までは、離別無配偶男性の所

得が下がって格差が縮小していたが、

NFRJ18ではその傾向がない 
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重回帰分析 

離婚経験のある回答者だけに限定  

人数：292  
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独立変数：  

 性別  

 年齢  

 教育年数  

 配偶者の有無  

 現職が常時雇用か 

 同居子の有無 (前婚の子のみ)  

 世帯構成 (単身か; 親同居)  
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等価所得を規定する要因 

 学歴が高いほど高い  

 再婚していると高い  

 常時雇用だと高い  

 同居子がいると低い  
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同居子の効果はやや不安 

・13-18 歳でのみ効果 

・離婚時の状況による違いが一貫しない 

(初婚の子でないと効果が大きい?)  

→いまいち自信がなく、報告書非掲載 
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結果のまとめ 

●離別無配偶者に大きな男女格差  

●未婚者・初婚継続者に男女格差はみられない  

●離別経験者の男女格差の 4 つの要因  

(学歴・常時雇用・同居子・再婚) 

 (以上は NFRJ08 までと共通)。 
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離別経験者について NFRJ08 までと異なる点 

●男女格差が拡大に転じる 

●世帯構成にかかわらず、一貫した男女格差 
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